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1．ＳＤＧｓを日本の未来を創る国家戦略の主軸に
　「持続可能な成長を実現し、その豊かさと幸せをみんなで
共有する――安倍政権は、オールジャパンでＳＤＧｓを推進す
ることにより、少子高齢化の中でも、そのような社会を全力で
創っていきます。」本年6月に開催された第5回ＳＤＧｓ推進本
部会合で、安倍総理は全閣僚の前でこのような強い決意を
示した。
　この総理の決意を具体的な施策に落とし込んだものが、
同会合で決定された『拡大版ＳＤＧｓアクションプラン2018』で
ある。同『アクションプラン』の詳細については後述するが、
ＳＤＧｓを日本の未来を創る国家戦略の主軸に据えることを、推
進本部会合を「骨太の方針」や「成長戦略」を取りまとめる
同日に開催することにより、具体的に示したものと言えよう。ア
クションプランの実施には政府の全省庁がコミットしており、同
推進本部会合では、14名の閣僚からそれぞれの府省のSDGs
の実施に向けた取組みや今後の意気込み等について発言が
あった。

2．国内での盛り上がり
　ＳＤＧｓが日本国内で大きな盛り上がりを見せている背景に
は、日本の経済界がＳＤＧｓに大きな可能性を見いだし、その
動きを牽引していることがある。昨年、世界銀行がＳＤＧｓを

推進する企業の株価に連動する新たな世銀債を初めて発行
し、国内では、年金積立金管理運用独立法人（ＧＰＩＦ）が環
境対応や企業統治に優れた企業を選別して投資する「ESG
投資」に乗り出した。日本証券業協会では、ＳＤＧｓの達成に
向けた取組みを重要課題と位置付け、「証券業界における
SDGsの推進に関する懇談会」のもと、企業の動きを後押し
している。
　イノベーションへの期待も熱い。昨年、経団連においては、
7年振りに企業行動憲章を改定し、ＩoＴやＡＩ、ロボット等を通
じて社会課題の解決と未来創造を進める新たな経済成長モ
デルである「Society 5.0」の実現を通じたＳＤＧｓの達成を基
本理念として掲げた。ＳＤＧｓが目指すのは、経済成長、社
会問題の解決、環境保全がバランス良く達成された持続可
能な世界であるが、それを推進する上で、情報通信技術を
含むイノベーションは必要不可欠な手段だ。国際社会は、政
府、企業や投資家、地方自治体、そして市民社会も含め、
全てのステークホルダーがＳＤＧｓを通じて連携、協力し、さら
には競争を繰り広げていく時代が来ていると言える。

3．日本経済にも関連が深い開発目標
　ここでまずＳＤＧｓが生まれた背景を見てみると、ＳＤＧｓの前
身には、ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）という、2001年に国
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■図1．持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
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連で策定され、2015年を期限とした、主に途上国向けの開
発目標があった。ＭＤＧｓは、その後15年間にわたり実施され
たのだが、その間、環境問題や気候変動の深刻化、国内
や国際間の格差拡大といった新たな課題が顕在化し、また、
開発アクターとして民間企業やＮＧＯの役割が拡大するなど、
国際的に環境が大きく変化した。そうした状況を踏まえて策
定されたのが、この17の目標と169のターゲットからなるＳＤＧｓ
である。SDGsの目標（図1）の1列目（目標1～6）は、MDGs
時代から取り組んでいるいわば伝統的な開発目標であり、
2列目（目標7～12）には、エネルギー、経済成長、産業など、
世界が包摂的に成長していくために先進国も取り組むべき目
標が並んでいる。3列目（目標13～17）は、環境への配慮や、
ＳＤＧｓを達成するための実施手段等に関する目標だ。ＳＤＧｓの
特徴の一つとして、先進国を含め全ての国が行動するという

「普遍性」があるが、目標7 ～ 12を見れば、SDGsがいかに
日本経済に深く関係しているかがお分かりいただけると思う。

4．日本政府の取組み
　ＳＤＧｓ採択後、政府がまず取り組んだのは国内の基盤整
備であった。2016年5月に総理大臣を本部長、官房長官、
外務大臣を副本部長とし、全閣僚を構成員とする「ＳＤＧｓ推

進本部」を設置し、国内実施と国際協力の両面で率先して
取り組む体制を整えた。さらに、この本部の下で、行政、民
間セクター、ＮＧＯ・ＮＰＯ、有識者、国際機関、各種団体
等を含む幅広いステークホルダーとの対話を経て、今後の日
本の取組みの指針となる「ＳＤＧｓ実施指針」を決定した。日
本はこれまでも持続可能な経済・社会づくりのため、国際社
会のモデルとなるような取組みを積み重ねてきたが、同指針
には、こうした実績を踏まえ、経済、社会、環境分野におけ
る8つの優先課題と140の施策が盛り込まれている。先進国
の中で政府全体の計画を一から作り上げたのは日本が最初
であり、国内外から高い関心が示されている。
　2017年12月の第4回ＳＤＧｓ推進本部会合では、Ｇ20サミット
とＴＩＣＡＤ（アフリカ開発会議）を本邦で開催する2019年
に向けて日本の「ＳＤＧｓモデル」を構築・発信していくこと
を念頭に、①ＳＤＧｓと連動した官民挙げた「Society 5.0」
の推進、②ＳＤＧｓを原動力とした地方創生、③ＳＤＧｓの担い
手である次世代・女性のエンパワーメント、という3つの柱
で構成された『SDGsアクションプラン2018』を決定した。
2018年6月の第5回ＳＤＧｓ推進本部会合においては、この3本
柱に沿って政府の取組みをさらに具体化・拡大した『拡大
版SDGsアクションプラン2018』（図2、写真）を決定した。

■図2．「拡大版ＳＤＧｓアクションプラン2018」の概要
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5．拡大版ＳＤＧｓアクションプラン2018
　まず、第一の柱は、ＳＤＧｓが掲げる社会課題等に効果的
に対応できるよう、「Society 5.0」や、その実装である「生
産性革命」を実現することだ。ＳＤＧｓを巡るビジネス界の活
発な動きを支持し、ＳＤＧｓのための科学技術イノベーションを
推進し、政府として民間企業の取組みをさらに後押ししてい
く取組みである。『アクションプラン』では、具体的な取組み
として、「ＳＤＧｓのための科学技術イノベーション」（STI for 
SDGs）推進のための具体的施策や、ＳＤＧｓ経営推進イニシ
アティブを打ち出した。国際的には、2018年6月に日本が共
同議長を務めた国連ＳＴＩフォーラムで、ＳＤＧｓのための科学
技術イノベーションに関する「ＳＤＧｓのためのＳＴＩロードマッ
プ」の基本構想を、世界に先駆けて提示した。この構想を
踏まえ、今後策定する関連の計画・戦略等の全てにおいても、
日本が主導力を発揮していく所存である。
　第二の柱は、ＳＤＧｓを原動力に、各地方のニーズや強み
を活かしながら、地方創生を推進していくことである。第5回
ＳＤＧｓ推進本部会合では、自治体によるＳＤＧｓの達成に向け
た優れた取組みを提案する29都市を「ＳＤＧｓ未来都市」と
して選定し、その中で先導的な取組みを行う10都市を「自
治体ＳＤＧｓモデル事業」として選定し、資金的に支援するこ
とを決定した。＊ 2019年に全国各地で行われるＧ20サミット・
閣僚会合や、2020年に全国各地がホストシティーや競技開
催地として参画する東京オリンピック・パラリンピック大会にお

いても、ＳＤＧｓを全国津々浦々にまで行きわたらせつつ主流化
していきたいと考えている。
　第三の柱は、ＳＤＧｓの担い手としての次世代や女性の活躍
推進である。次世代の力を動員すべく、「次世代のＳＤＧｓ推
進プラットフォーム」を年末までに立ち上げること、また、官民
挙げて女性の活躍を推進するため、2019年春に国際女性
会議ＷＡＷ！とＷ20（Ｇ20の下部組織として、ジェンダーを包
摂したグローバルな経済発展の達成に向けた議論を行う会
合）を合同で開催することを決定した。

6．情報通信技術を活用したＳＤＧｓの推進
　科学技術イノベーションは、ＳＤＧｓの全ての目標に横断的
に関わっており、とりわけ情報通信技術は、国内外において
ＳＤＧｓ推進を加速化させる大きな可能性を持っている。国内
における取組みについて、本誌5月号においても、熊本県阿
蘇郡南小国町のドローンを活用したまちづくりや、KDDI株式
会社によるスマートドローンインフラ実現に向けた取組み、株
式会社NTTドコモによる携帯電話ネットワークを利用したセル
ラードローンの活用に向けた研究等が紹介され、情報通信
技術が持つ無限の可能性が示された。
　開発途上国においても、携帯電話やドローン、衛星などの
技術に大きな期待が寄せられている。例えば、日本が主要ド
ナーである国連児童基金（UNICEF）では、マラウイ共和
国において、現地企業との協力で、ドローンを活用してHIV/

＊　平成30年度「SDGs未来都市」の選定団体は、北海道、北海道札幌市、北海道ニセコ町、北海道下川町、宮城県東松島市、秋
田県仙北市、山形県飯豊町、茨城県つくば市、神奈川県、神奈川県横浜市、神奈川県鎌倉市、富山県富山市、石川県珠洲市、
石川県白山市、長野県、静岡県静岡市、静岡県浜松市、愛知県豊田市、三重県志摩市、大阪府堺市、奈良県十津川村、岡山県
岡山市、岡山県真庭市、広島県、山口県宇部市、徳島県上勝町、福岡県北九州市、長崎県壱岐市、熊本県小国町。
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■写真．第5回ＳＤＧｓ推進本部会合の様子（写真提供：内閣広報室）
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エイズ検査の検体を都市の病院に届ける取組みを行ってい
る。ウガンダ共和国では、携帯電話を活用した出生登録の
仕組みが導入され、登録率が2011年の30％から2016年には
推定69％に改善したという。世界では未だ5歳未満の約4人
に1人が出生登録されておらず、出生登録がないために、保
健サービスや教育が受けられない不利益が生じたり、児童
労働につながる原因となるとの現実があるが、情報通信技
術の活用は、このような途上国の課題の解決にも大きな役割
を果たすようになってきている。

7．優れた取組みの「見える化」
　企業では、ＳＤＧｓを従来の社会貢献活動（ＣＳＲ）として
捉えるのではなく、新たなビジネス展開や利益増大の機会と
認識し、本業を通じた貢献を追求しようとする動きが急速に
拡大してきているが、ＳＤＧｓが目指す世界を実現するために
は、日本社会の各主体がＳＤＧｓの取組みを行動として示す必
要があり、優れた取組みを「見える化」していくことが、行
動を促進する上で重要であると考える。昨年12月に開催した
第1回「ジャパンＳＤＧｓアワード」（図3）には、282の企業や
団体から応募があり、受賞した12の企業・団体をはじめ、課
題解決を通じた地域活性化、環境保全、保健・衛生の改

善、生産者と消費者をつなぐ消費活動の啓発等、持続可能
な社会の実現を推進する素晴らしい取組みが多数寄せられ
た。SDGs達成に向けた創意工夫により、企業のブランド価
値や競争力が高まり、さらにＥＳＧ投資の活性化や、よりよい
社会につながるという好循環が、着実に広がっていると実感
している。2018年も、第2回「ジャパンＳＤＧｓアワード」を開
催し、まもなく公募を開始する予定であり、情報通信分野か
らも多数の応募があることを期待したい。

8．日本が示すＳＤＧｓモデルを世界へ
　2019年にはＧ20、ＴＩＣＡＤの主催やＳＤＧｓ首脳級フォロー
アップ会合の開催があり、2020年には東京オリンピック・パラリ
ンピック大会の開催、そして、2025年に向けた万博誘致の取
組みも加速化している。世界で多くの国が少子高齢化やグ
ローバル化に直面する中、今こそ、日本がＳＤＧｓの推進を通
じて実現できる「豊かで活力ある未来像」を、世界に先駆
けて示し、リーダーシップをとっていくチャンスである。日本の
情報通信分野における豊富な経験と確かな技術力には、無
限の可能性があり、政府としても、企業や地方自治体がSDGs
を成長のチャンスとして活用していくことを引き続き全力で後押
ししていく考えである。

■図3．ジャパンＳＤＧｓアワード




